
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE TOEI ANIMATION CO., LTD.

最終更新日：2020年6月25日
東映アニメーション株式会社

高木 勝裕

問合せ先：03-5318-0637

証券コード：4816

http://www.toei-anim.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、「アニメーション製作会社としてより一層強くなる」ことを起点に、持続的成長と中長期的な企業価値向上を目指しております。即ち、日本
最大、世界有数の作品数を誇るアニメーション製作会社としての競争優位性を活かすことに加え、新たな魅力的で影響力ある作品を創り続けるこ
とを梃子に、収益化の機会を限りなく広げていくことを最重要課題として掲げております。この実現のため、経営の健全性、透明性、効率性を確保
する基盤として、コーポレートガバナンスの継続的強化を経営上の最重要課題とし、実効性のあるコーポレートガバナンス体制の構築に努めてい
ます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則をいずれも実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

東映株式会社 14,100,000 33.57

株式会社テレビ朝日 8,250,900 19.64

株式会社バンダイナムコホールディングス 4,537,200 10.80

株式会社フジ・メディア・ホールディングス 4,230,000 10.07

東映ビデオ株式会社 1,364,700 3.24

東映ラボ・テック株式会社 1,050,000 2.50

株式会社ソニー・ピクチャーズエンタテインメント 780,000 1.85

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託ソニー株003口

再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社
780,000 1.85

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 577,500 1.37

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 387,300 0.92

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 東映株式会社　（上場：東京）　（コード）　9605

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満



直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社は、アニメーションに関するビジネスを行うという点で親会社である東映株式会社の企業グループの中において明確な棲み分けがなされて
おり、当社独自の判断で経営及び事業活動を執り行っております。親会社との取引条件については、他の取引先との条件や業界における同種の
取引の条件等を勘案して決定しており、当社ひいては少数株主の利益が損なわれることのないように努めております。

　また、重要な業務執行を決定する取締役会は、取締役全13名のうち親会社出身者以外の取締役が多数を占めており、当社の意思決定の独立
性が阻害される状況にはないと考えております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、映像作品の企画立案・製作・販売、版権事業等を主体的に行っており、親会社東映株式会社からの独立性を確保いたしております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 13 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

亀山　慶二 他の会社の出身者 ○ ○

清水 賢治 他の会社の出身者 ○ ○

重村 一 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



亀山　慶二 　

1982年4月：全国朝日放送株式会社（その
後株式会社テレビ朝日に商号変更、現在
は株式会社テレビ朝日ホールディングス）
に入社。2005年6月：同社編成制作局長。
2009年6月：同社コンテンツビジネス局長。
2010年6月：同社取締役に就任（現任）。
2014年4月：株式会社テレビ朝日（テレビ
朝日分割準備株式会社が吸収分割により
放送事業等を承継し、商号変更）取締役
に就任。2014年6月：同社常務取締役に就
任。2017年6月：当社取締役に就任（現
任）。株式会社テレビ朝日専務取締役に
就任。2019年6月：同社代表取締役社長・
ＣＯＯに就任（現任）。

見識の高さ、放送業界に精通

清水 賢治 　

1983年4月：株式会社フジテレビジョン（現
在は株式会社フジ・メディア・ホールディン
グス）に入社。2006年6月：同社映画事業
局映画制作部長。2008年6月：同社映画
事業局次長。2009年6月：株式会社フジテ
レビジョン（新設分割により設立）経営企
画局経営企画室長。2011年6月：同社経
営企画局企画担当局長兼経営企画局経
営企画室長。2012年6月：同社総合メディ
ア開発メディア推進局長。2013年6月：同
社総合開発局長。2014年6月：当社取締
役に就任（現任）。株式会社フジテレビジョ
ン執行役員に就任。2017年7月：株式会社
フジ・メディア・ホールディングス執行役員
常務に就任。株式会社フジテレビジョン執
行役員常務に就任。2019年6月：株式会社
フジ・メディア・ホールディングス取締役に
就任（現任）、株式会社フジテレビジョン取
締役に就任（現任）。

見識の高さ、放送業界・映画業界に精通

重村 一 ○

1968年4月：株式会社フジテレビジョン（現
在は株式会社フジ・メディア・ホールディン
グス）に入社。1987年6月：同社編成局編
成部長。1994年7月：同社編成局長。1997
年6月：同社取締役に就任。ジェイ・スカイ・
ビー株式会社代表取締役副社長に就任。
1998年5月：日本デジタル放送サービス株
式会社（日本デジタル放送サービス株式
会社とジェイ・スカイ・ビー株式会社が合
併、その後株式会社スカイパーフェクト・コ
ミュニケーションズに商号変更）取締役副
社長に就任。2000年6月：当社取締役に就
任（現任）。2003年6月：株式会社スカイ
パーフェクト・コミュニケーションズ代表取
締役社長に就任。2006年6月：株式会社
ニッポン放送代表取締役会長に就任。
2010年3月：当社独立役員に就任（現任）。
2019年6月 同社取締役相談役に就任(現

任)。

見識の高さ、放送業界に精通

【社外取締役の独立性についての会社の考え
方】

当社は、様々な経歴を持つ以上の3名を社外
取締役とすることにより、特定の利害関係者の
利益に偏ることを防止し、全体として経営の客
観性や意思決定の公正性が増すとともに、監
督の実効性や専門性等の要素も同時に確保で
きると考えております。

【独立役員に指定した理由】

当社の主要株主である株式会社フジテレビジョ
ン（現在は株式会社フジ・メディア・ホールディン
グス）の取締役を退任してから10年以上経過し
ており、現在においては特別な利害関係がな
いこと。株式会社フジ・メディア・ホールディング
スは当社の第4位株主であるため、当社の親会
社に対しては少数株主の立場であり、中立・公
正な立場から経営判断を行うことが可能。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役と会計監査人とは、定期的に（年4回）、必要なときには臨時に会合を開催し、監査体制、監査計画、監査実施状況の情報交換等にて連
携をしております。

　監査部は4名の人員で、内部監査規程に基づき業務全般に関し定期的に内部監査を実施し、代表取締役社長及び常勤監査役に対し、その結果



を報告しております。

　常勤監査役と監査部は、日々コミュニケーションを取り、監査体制・監査計画・監査実施状況等の意見交換を行うとともに、情報の共有を図って
おります。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

小林 直治 他の会社の出身者 ○ ○

今村 健志 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小林 直治 　

1998年4月：全国朝日放送株式会社（その
後株式会社テレビ朝日に商号変更、現在
は株式会社テレビ朝日ホールディングス）
に入社。2011年7月：同社経営戦略局経営
戦略部長。2014年 4月：株式会社テレビ朝

日ホールディングス経営戦略局経営戦略
部長、株式会社テレビ朝日（テレビ朝日分
割準備株式会社が吸収分割により放送事
業等を承継し、商号変更）経営戦略局経
営戦略部長。2017年7月：株式会社テレビ
朝日ホールディングス経営戦略局次長、
株式会社テレビ朝日経営戦略局次長。
2019年7月：株式会社テレビ朝日ホール
ディングス経理局長（現任）、株式会社テ
レビ朝日経理局長（現任）。2020年6月：当
社監査役に就任(現任)。

見識の高さ、放送業界に精通、経理部門の専
門知識



今村 健志 ○

1981年4月：板橋区職員。1988年10月：司
法試験合格。1991年3月：司法修習終了。
1991年4月：弁護士登録（第二東京弁護士
会所属）、遠藤法律事務所入所。2002年1
月：日本橋フォーラム綜合法律事務所（遠
藤法律事務所から名称変更）パートナー
弁護士に就任。2009年1月：同事務所代表
弁護士に就任（現任）。2015年6月：当社監
査役に就任（現任）。

弁護士としての豊富な経験、企業法務を始めと
した法務全般に関する専門的な知識

【社外監査役の独立性についての会社の考え
方】

当社は、様々な経歴を持つ2名を社外監査役と
することにより、特定の利害関係者の利益に偏
ることを防止するとともに、監査の実効性や専
門性等の要素も同時に確保できると考えており
ます。

【独立役員に指定した理由】

当社との資本関係・取引関係は生じておらず、
一般株主との利益相反が生じるような利害関
係を有していない。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりです。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2016年6月28日開催の定時株主総会における決議により、取締役の報酬限度額（使用人分給与は含まない）は、年額3億40百万円以内（うち社外
取締役が15百万円以内）、監査役の報酬限度額は、年額40百万円以内と定められております。

全取締役及び全監査役に関する報酬の総額を有価証券報告書、事業報告にて開示しています。

取締役報酬額（社外取締役を除く）：287百万円

監査役報酬額（社外監査役を除く）：11百万円

社外役員：29百万円（社外取締役3名、社外監査役3名）

　（上記金額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。）

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の役員の報酬等は、「基本報酬」及び「業績連動型株式報酬」で構成されておりますが、非常勤取締役、社外取締役及び監査役については
「基本報酬」のみにより構成されております。

　「基本報酬」の金額は、2016年6月28日開催の第78期定時株主総会における決議により、取締役の報酬限度額（使用人分給与は含まない）につ



いては、年額3億40百万円以内（うち社外取締役が15百万円以内）、 監査役の報酬限度額については、年額40百万円以内と定められております。

「基本報酬」については、株主総会で決定された報酬総額の範囲内において、当社の実績や当該役員の役位、職務内容及び実績等に応じた設計
としております。

　取締役の基本報酬の支給額は、取締役会で決議の上、代表取締役社長に再一任しております。また、監査役については、株主総会で決定され
た報酬総額の範囲内において監査役の協議により決定しております。

　なお、当社は、2019年4月24日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、取締役（非常勤取締役、社外取締役及び国内非居住
者を除く。以下同じ。）を対象に、取締役の報酬と、当社の業績及び株主価値との連動性をより明確にし、当社の中長期的な業績の向上と企業価
値の増大への貢献意識を高めることを目的とした、役員報酬BIP信託による業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）の導入を決議い
たし、本制度の導入に関する議案を、2019年6月25日開催の第81期定時株主総会において決議いたしました。

本制度は、上記「基本報酬」の報酬限度額とは別枠で、当社が拠出する取締役の報酬額を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役
に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭の交付及び給付が行われる株式報酬制度です。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　経営戦略部、総務人事部及び監査部が、社外取締役・社外監査役の情報収集サポート、当社からの情報伝達等を実施いたしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社の取締役会は、取締役13名（常勤取締役7名、非常勤取締役6名）で構成され、うち3名は社外取締役であります。毎月1回の定時取締役会
のほか必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項を付議し、業務執行状況及び業績の状況等について報告が行われております。また定期
的に、本部長会議、業務執行会議及び業績会議等を開催し、経営情報を交換・共有し、円滑に意思疎通・意思形成を図っております。

2名の社外監査役を含む監査役4名は、定期的に監査役会を開催するほか取締役会に出席し、特に常勤監査役は、常勤取締役会等の重要な会
議及び各委員会にはすべて出席し、取締役の職務の執行を監査するとともに、助言しております。

また、EY新日本有限責任監査法人には会計監査人として、監査役・監査役会と連携した会計監査による会計の適正性の検証を委託し、財務の信
頼性と透明性の向上につなげております。なお、同監査法人の指定有限責任社員・業務執行社員である鈴木理公認会計士の継続監査年数は2
年、同安藤勇公認会計士の継続監査年数は2年となっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役会の構成監査役4名のうち、2名を社外監査役（うち1名は独立役員)とし、取締役会の構成取締役13名のうち、3名を社外取締役
(うち1名は独立役員)としております。

　社外監査役及び社外取締役は、一般株主と利益相反の生じる恐れのない独立した立場で、幅広い見識や知識を活かした業務執行及びその監
査を行っております。このような、社外取締役と社外監査役が適切に機能するコーポレート・ガバナンス体制を採用することにより、当社の経営及
び経営に対する監査・監督の健全性が担保されると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 早期発送に向けて努力いたします。発送前にホームページにも掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定 毎期、集中日を回避して、株主総会を開催しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 必要に応じて十分な説明会を開催しております。(2019年2月に開催) なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算と第2四半期決算開示後に開催し、代表取締役社長が説明いたしてお
ります。

あり

IR資料のホームページ掲載 決算情報、適時開示資料、招集通知等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営戦略部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

東映アニメーションコンプライアンス指針

その他

＜女性の活躍の方針・取組みに関して＞

当社の経営理念を実践し、継続的に発展していくためにも女性が能力を発揮できる環境・
仕組みを整備することが重要であると考えております。

現在、当社において役員に女性メンバーは含まれておりませんが、積極的に女性の管理
職への登用を行う（管理職全体のうち女性管理職は約18.4%です。）等、女性の活用を進め
ています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　東映アニメーションコンプライアンス指針、コンプライアンス規程を定め、コンプライアンス委員会を設け、取締役・従業員の職務の執行が法令・社
会規範及び定款に適合することを徹底しております。

　取締役会議事録、稟議書その他の職務執行に係る情報について、会社法等の法令及び稟議規程、文書管理規程等の社内規則に基づき、適切
な保存及び管理を行っております。

　リスク管理規程を定め、リスク管理委員会を中心に当社グループのリスク管理体制を構築するとともに、会議(本部長会議、業務執行会議及び業
績会議等)の更なる活性化を図り、当社代表取締役社長及び担当役員と関係部長、子会社役員等とは頻繁に協議を行い、リスク特定・リスク算
定・対策・残留リスクの評価を実施し、当社グループのリスクを総括的かつ個別的に管理しております。

　組織規程、職務分掌、職務権限基準、稟議規程及び稟議起案基準等により、取締役の職務分掌及び各部長の職務権限を明確にし、取締役の
職務の執行が効率的に行われることを確保しております。急を要する重要事項等の場合には、常勤取締役会を開催し、適正かつ迅速に対処して
おります。

　従業員が、法令・定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為等が行われている、または行われようとしていることを知ったときに
は、コンプライアンス窓口に通報する制度を設けております。監査部は、内部監査規程に基づき業務全般につき定期的に内部監査を実施し、代表
取締役社長及び常勤監査役に対し、その結果を報告しております。また、総務人事部は、賞罰委員会規程に基づき、必要に応じて賞罰委員会を
開催いたします。

　子会社は、関係会社管理規程に基づき、当社に財務状況、営業状況その他業務執行に関する重要事項を定期的及び適宜報告いたします。ま
た、子会社には、役職員から取締役・監査役等を派遣し、子会社の業務執行が適正かつ効率的に行われるよう管理・監督いたします。経営戦略
部は、関係会社管理規程に基づき、子会社に対しモニタリングを実施しております。監査部は、子会社を定期的な内部監査の対象とし、代表取締
役社長及び常勤監査役に対し、その結果を報告しております。

　金融商品取引法等が定める当社グループの財務報告に係る内部統制の体制整備、運用、評価を一般に公正妥当と認められる基準に準拠して
継続的に行うことで、不備に対する必要な是正措置を講じるとともに、財務報告の信頼性確保を図っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　東映アニメーションコンプライアンス指針において「反社会的勢力との関係を排し、経営の健全性を確保する」旨を定め、指針に反する行為が
あった場合は、社内規則にしたがって厳重に責任を追及いたします。反社会的勢力からの不当要求等に対しては断固として拒絶し、平素より警察
や弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、組織的に対応する体制を整えてまいります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　経営の効率化を進め、企業価値及び株主価値を向上させることが、最良の防衛策と考えております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――






